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I はじめに

わが国の野外レジャー・レクリエーション活動において、直接の利用対象として、あるいは間接的な環境要

素として、国土の約3分の2を占める森林の果たす役割は大きい。このことについては、既存調査。で、わが

国のレジャー・レクリエ}ション活動で大きなウエイトを占めているのは「自然の風景を楽しむこと」である

と報告され、その自然の大部分を森林ないし森林を含む地域が占めていると指摘砂されている通りである。

また近年、里山の雑木林はもとより、人工林を対象に、市民による余暇時間の森林管理ボランティアが活発

になりつつある 3)。その結果、わが国では、人工林の保全に対する一般市民の関心や知識が以前に増して高ま

っている。

さらに、国際的な流れを見ると、 1992年の第 16回世界遺産委員会において、「人聞が生活を通じて関わり

あってきたあらゆる人文的・自然的要素の総体としての景観も遺産の概念に取り込むべきJという制度見直し

の見解が示され、その結果、フィリピン・コノレディレラの棚田を筆頭に、農林水産業に関わる伝統的景観が世

界遺産に登録され始めた。この動きに対応して、文化庁は文化財保護法の一部を改正し、 2005年 4月 1日か

ら、「人と自然の関わりの中で作り出されてきた文化的景観Jを、新たに「文化財j として保護の対象とする

ようになった。

以上の動向を鑑みると、伝統的林業地域の文化的景観を保全することが、野外レジャー・レクリェーション

地域の空間計画という側面から、以前に増して重視されるべき時代になってきたことがわかる。そのため、伝

統的林業地域が持つ文化的景観の価値を正しく認識し、適切に保全する方法を確立することが急がれている。

この様な必要性から、文化庁文化財部記念物課では、上述の文化財保護法の改正に先立ち、「農林水産業に

関連する文化的景観の保護に関する調査研究」を行なった4)。同調査では、農林水産業や伝統振興・芸術・習

俗などに関わる文化的景観 2，311件の一次調査対象地を審査し、表-1に示すとおり 502件を二次調査の対象

としてピックアップし、最終的に 180件を重要地域として選択した。森林景観に限定して着目すると、伝統

的林業地や海岸砂防林地帯などを中心に二次調査の対象に 27件、重要地域として7件が選択されている(表

・2)。そして、これら 7件のうち、京都市・京北町の北山林業については詳細調査が行われている 5)。

ところで、全国各地に散在する伝統的林業地域は、地域ごとに林業のしくみが異なり、それゆえに地域の風

土に即した個性ある景観を生み出しているという事実がある。そのため、伝統的林業地域の文化的景観の保全

については、全国一律のマニュアル作成は困難で、地域ごとに地域の個性に合わせた適切な保全のノウハウを

蓄積することが重要になる。さらに言えば、同じ場所で営まれ続けた伝統林業といえども、数百年にわたる歴

史の中では、絶えず技術革新が行われていて、昔からまったく同じ作業が引き継がれているわけではない。そ

のため、文化的景観のために守るものは何か、革新するものは何かについても考察する必要がある。

本調査研究は、以上の状況を踏まえた上で行われた。つまり、上述の文化庁調査の成果を念頭に、わが国の

伝統的林業地域における文化的景観保全のための留意点・問題点について、地元の住民らがどのような考えを

持っているのかを中心とした調査をとりまとめたものである。
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表-1r農林水産業に関する文化的景観の保護に関する調査研究」において二次調査
の対象とした地域および重要地域の一覧表
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mI土地詞用に関するもめ
11:風土に関するもの
m伝統的産業及び生活を示す文化財と一体となり周辺に展開するもの
JV:I-mの複合景観
網掛け・太字{ま森林景観に関わる箇所

II 対象・目的・方法

本研究の対象地は、奈良県吉野郡川上村である。川上村は、上述の「農林水産業に関連する文化的景観の保

護に関する調査研究」の森林景観部門において、 2次調査対象の全27件のうち 2件(吉野杉の林業景観、下多

古の森)がエントリーされ、そのうち 1件(吉野杉の林業景観)が重要地域に選定された。つまり、川上村は、林

業という側面から文化的景観を考えた場合に、わが国で最も重要な地域の一つであると判断できる。

調査の目的は、その川上村を対象に、吉野林業の現状認識および、吉野林業を文化的景観として保全するた

めの留意点・問題点を、地元住民の考えの中から明らかにすることにある。

方法としては、まず文献等の調査を行い、その上でフィーノレド調査による聞き取りを行った。具体的には、

吉野林業や川上村に関する既存の調査文献を整理し、 2005年 7月に川上村現地における予備的情報収集を行

った上で、 2005年 8月 30日から 9月2日にかけてフィールド調査に入った。調査対象は、村内の役場、教

育委員会、森林組合、山守集落、吉野材販売促進協同組合で、インタピュ}形式の聞き取りを行った。

III 吉野林業の特徴的)

文献等の調査からまとめた吉野林業の概要・特徴を、以下に記述する。

吉野林業地域とは、広義には奈良県吉野郡全域を指す。ただし、吉野林業の成立の経緯を考慮すると、狭義

には奈良県の中央部を東西に流れる吉野川の上流域にあたる今回の調査対象地の川上村を筆頭に、東吉野村、

黒滝村の3村を指すことが一般的である。
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吉野林業の特徴としては、①歴史の長さ、②育林方法のユニークさ、③山守制度など林業経営システムの特

殊性の3点が挙げられる。

吉野地方の植林は、約 500年前、室町時代の記録に遡ることが可能である。一般に吉野の樹木が大量に出

回るようになったのは、戦国時代に豊臣秀吉が吉野地方を領有し、大坂城や伏見城をはじめ城郭建築に木材が

利用された頃である。その後、吉野地域は徳川幕府の直領となり、住民の生活は林業に支えられるようになっ

た。以降、明治の近代化以後も、吉野地域はわが国の代表的林業地であり続けている。

吉野林業の育林方法の特徴は、密植・多間伐・長伐期にある。つまり、①1haあたり 8，000・10，000本程度

の極端な密植を行うこと、②弱度の間伐を数多く繰り返すこと、③80・100年程度という長伐期を採用し、立

地条件の良いところでは 200年を超える人工林が珍しくないことにある。この様な林業が発達した理由は、

江戸期に酒:樽などの生産を目的とし、年輪幅が狭く (lcmに8年輪以上)、均一な材の生産を尊重したためで

ある。また、この様につくられた吉野の木材は住宅用材としても価値が高く、通直で節がなく、淡紅色の吉野

杉独特の色味が評価され、市場で高値で取引されている。

また、林業経営システムについて、吉野林業には大きな3つの特徴がある。それらは、 a.借地林業制度、 b.

村外森林所有者による経営、 c.山守制度である。この吉野独特の林業経営システムは 17世紀の終わり(元禄

年間)に始まった。当時は木材生産による利益が低く、地元村民が生活を維持するために、村外の商・農業資

本に依存し、村外森林所有者に山林の経営者になってもらうというシステムが生み出された。つまり、村民は

自らを守るため、土地の所有権と使用収益権を分離して、借地林業制度を生みだした。

さらに、借地林業制度の発達と村外所有者への山林所有の移行に伴い、地元住民は山守制度という管理組織

をつくり、自らが山守もしくは山守に雇用される山林労働者におさまった。山守制度とは、森林の委託管理制

度であり、村外在住の所有者が、地元の山林近辺の集落に住む住民の中から信用のある者を選んで、保護管理

を委託するというものである。山守は、所有者に代わって人夫を集め、これを指揮管理して森林管理を遂行し、

管理報酬として日給・月給等でなく、立木の皆伐時に、 3"-'5%が山守料としてうけとる。さらに山守の慣例

として、立木が優先的に購入でき、木材流通にも従事して利益を得ることができる。つまり、山守の職務は、

山林の保護管理から植栽、間伐等の労務者や資材の調達、労務者の指揮管理まで及び、山林所有者の伐採決定

に対しでも山守の発言権は大きい。

IV 結果と考察

フィーノレド調査による聞き取りで得られた論点は、下記の通り 3つにまとめることができた。

(1)育林体系の保全

吉野林業の育林体系については、いずれの調査対象者への聞き取りでも、今後とも密植・多間伐・長伐期と

いう、 3つの特徴を残すべきという見解で共通していた。

ただし、現在、森林の伐採後に未植栽・未成林の場所が見られるなど、育林体系維持の懸念材料が散見され

るとの指摘が役場よりあげられた。この原因には林業不況と野生動物(シカなど)による食害が挙げられている

ため、山村振興策および野生生物の適正な管理施策が、吉野林業の文化的景観の保全のために必要になると判

断できた。

また、育林体系の特徴を保全するためには林業の効率化や低コスト化が必要で、そのために林道・作業道の

密度を増加させる必要があるとの指摘が森林組合からあげられた。さらに、密植・多間伐・長伐期という全国

標準から見れば規格外の林業に対しでも、国の補助金制度を受けやすくするなど、文化的景観保全のためサポ

}トシステムを望む意見が役場など、かちあげられた。

(2)林業経営システムの保全

林業経営システムの中でも、借地林業制度がすでに一部に見られる程度に縮小化していることは、文献等の
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調査の段階から明らかで、あった。

また、山守制度は、今後大幅に見直される可能性があるという指摘が、役場、森林組合、山守集落、吉野材

販売促進協同組合からあげられた。川上村では、近年の林業不況のもと、数haから数百 ha規模の中小規模

の山林所有者にとって、山守に委託する林業経営システムを維持し続けること自体が困難化しつつある。そし

て、中小所有者が大規模所有者に山林を売却する動きも進んでいる。また、この動きに伴い、山守への委託契

約の解除などが発生し、山守の業務量の規模縮小が進んでいる。さらに、中小所有者が森林管理を森林組合に

委託するケースも増加傾向にあり、一方大規模所有者は自前の管理要員を確保することも少なくない。そのた

め、余剰となった山守の新たな就業の場が必要で、例えば吉野材販売促進協同組合などを立ち上げ、木材に付

加価値をつけて村外に販売する動きが見られるようになった。以上、林業経営システムについては、山守制度

の転換などを通じて産業構造の変革を行いながら、林業景観を保全することが重要であると考えられた。

(3)川上村全体を見据えた林業景観に対する考え方

川上村は林業地帯という役割に加えて、吉野川流域の水源林地帯という役割も尊重すべきという意見が役場

や山守の意見にみられた。従来、川上村は人工林で高名であるが、吉野川源流の大台ヶ原山を核とする台高山

脈の原生林地帯を村内に有している紛。そのため、川上村内の森林の約3割は天然林である。吉野地域の林業

景観の保全では、人工林はもとよりこれら天然林を含めた統合的な景観管理が、今後重要になると考えられた。

さらに、川上村では下多古の森や水源林などの重要な森林を村有林として購入したほか、村有林で森林認証

(SGEC)を取得するなど、持続可能な森林管理に向けた積極的な姿勢が見られた。この様な、環境と調和し

た森林経営の推進を私有林にも拡大することが、今後の文化的景観の保全のためには肝要であると考えられた。

V 結論

以上、川上村の聞き取り調査から、吉野林業地域における文化的景観の保全を推進するためには、育林体界

の保全は従来通り進める必要があるが、山守制度などの林業経営システムについては、軌道修正を行い、シス

テムを変更させながら地域の林業景観を守っていく必要があるという認識にあることが結論づけられた。

加えて、水源林としての吉野の意義など、林業以外の森の役割にも留意した森林管理を行うことが共通認識

として村内にあることが確認された。さらに村が率先して公有林の買い取りや、森林認証を取得し、 500年の

歴史を持つ林業地帯の持続可能性に対する信用をさらに高める考えにあることが確認できた。
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